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令和2年度補正予算（第２号）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
～ 脱コロナに向けた協生支援金 ～

令和２年６月25日

内閣府 地方創生推進室

○ 本資料は、制度要綱や事務連絡等の詳細資料から要点を抜粋するなどして作成しています。実施計画の作成に際しては、必ず詳細資料を御参照願います。
○ 令和２年度補正予算（第１号）時点からの主な変更点等に絞って御説明しています。５月１日付けにてお知らせした各種資料も合わせて御参照ください。

※

※ 以下、本資料において「臨時交付金」と記載します（引用個所を除く）。

議題２
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臨時交付⾦の概要
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第2次補正予算概要

２兆円（１次補正予算計上額と合わせて３兆円）

内閣府（地⽅創⽣推進室） ただし、各府省に移し替えて執⾏

（１）交付対象 ︓実施計画を策定する地⽅公共団体（都道府県・市町村）

（２）交付⽅法 ︓実施計画に掲載された事業に対し、交付限度額を上限として交付⾦を交付
※第２次補正予算における国庫補助事業の地⽅負担分については、第１次補正予算の臨時交付⾦の未配分額により措置

（３）交付限度額︓① 家賃⽀援を含む事業継続や雇⽤維持等への対応分（１兆円程度）
⼈⼝・事業所数を基礎に、感染状況等に基づき算定

②「新しい⽣活様式」を踏まえた地域経済の活性化等への対応分（１兆円程度）
⼈⼝、年少者・⾼齢者の⽐率、財政⼒等に基づき算定

地⽅公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに実施する
① 家賃⽀援を含む事業継続や雇⽤維持等への対応
② 「新しい⽣活様式」等への対応
の事業に充当。

１ 予算額

２ 所 管

３ 交付対象等

４ 使 途

※

家賃⽀援、休業要請に伴う協⼒⾦等、地域公共交通機関等の維持・確保、旅館・ホテル
等の経営⽀援、臨時休校に伴う⼦供たちの⼼のケア、修学旅⾏等のキャンセル代への⽀
援 等

地域公共交通機関等の３密対策、福祉施設・観光施設・学校・スポーツ・⽂化イベント
等の「新しい⽣活様式」の下での再開に向けた⽀援、地元産品のオンライン販売促進、
オンライン教育・テレワーク導⼊⽀援、農林⽔産物の販売促進、観光地の活性化 等
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臨時交付⾦全体概要

１兆円

内閣府（地⽅創⽣推進室） ただし、各府省に移し替えて執⾏

①家賃⽀援を含む事業継続や雇⽤維持等への対応
②「新しい⽣活様式」等への対応
の事業に充当

第２次補正予算第１次補正予算

予算額
２兆円

所 管

交付対象等 ① 交付対象 実施計画を策定する地⽅公共団体（都道府県・市町村）

② 交付⽅法 実施計画に掲載された事業に対し、交付限度額を上限として交付⾦を交付

③ 交付限度額
⼈⼝、財政⼒、
新型コロナウイルスの感染状況、
国庫補助事業の地⽅負担額等に
基づき算定

※１

※１ 交付決定前に実施された事業であっても、令和２年４⽉１⽇以降に実施された事業であれば遡って対象 ※２ 国庫補助事業の地⽅負担額等に基づく算定は今後通知

※２

使 途
地⽅公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに実施する
・新型コロナウイルス感染症に対する対応（感染拡⼤の防⽌策、医療提供体制の整備）
・新型コロナウイルス感染拡⼤の影響を受けた地域経済、住⺠⽣活の⽀援
等の事業に充当

総額３兆円

① 事業継続等への対応分
⼈⼝・事業所数を基礎に、感染状況等に基づき算定

②「新しい⽣活様式」等への対応分
⼈⼝、年少者・⾼齢者の⽐率、財政⼒等に基づき算定
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交付対象事業
○ 交付対象事業は、次に掲げる基準（① 〜 の全て）に適合する事業です。

※ 交付対象事業の基本的な考え⽅は、第１次補正予算から変更ありません。※追記は⻘字・下線

１

２

３

実施計画を作成する地⽅公共団体が、
・新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌ 及び
・感染拡⼤の影響を受けている地域経済や住⺠⽣活の⽀援

を通じた地⽅創⽣に資する事業の実施に要する費⽤の全部⼜は⼀部を負担する事業

令和２年４⽉１⽇以降に実施される事業

国の補助事業の場合 地⽅単独事業の場合
＋

＋

地国

要綱別表に定める事業
令和２年度補正予算
（第1号、特第1号、第2号⼜は特第2号）
に計上される事業

国
令和元年度当初予算に
計上された予備費により
実施される事業

※１ 新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策第１弾・第２弾（ただし、地⽅公共団体の令和２年度予算に計上されたものに限る）
※２ 令和２年度当初予算に計上された事業にあっては、①の内容等に特に必要と認められるものに限る

※１

令和２年度
・当初予算 ⼜は
・補正予算

に計上され、実施される事業

地

⼜は ⼜は

令和２年度予算に計上された
予備費により実施される事業

※２

１ ３
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○ 引き続き、新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌及び感染拡⼤の影響を受けている
地域経済や住⺠⽣活の⽀援を通じた地⽅創⽣に資する事業が対象となります。

地⽅単独事業に関して（活⽤事例）

○ 「新しい⽣活様式」等への対応分について、特に、地
域の未来にコミットする、政策資料集に例⽰するような
政策分野に関連する事業（略称「地域未来構想20」）
を実施することが期待されます。

※掲載された事業に使途を限定するものではありません。

○ ５⽉１⽇に発⾏した「活⽤のための参考事例集」に
ついても、第２次補正予算に合わせて更新しておりま
すので、引き続きご活⽤ください。

※ 掲載された事業に使途を限定するものではありません。

住⺠⽣活に⾝近な地⽅公共団体ならではの、きめ細やかな対応・取組の実施をお願いします。



第１次・実施計画受付
（5/29〆）

６⽉

４⽉

９⽉ 第２次・実施計画受付
（9/30〆）

通知発出（６/24）

交付⾦を活⽤して実施した事業の実施状況及びその効果について公表・報告

第３次・実施計画受付

今後のスケジュール

冬頃

第１次提出
（約7000億円）

第２次提出
（約２兆円）

実施計画の確認・第１次交付決定

実施計画の確認・第３次交付決定

※1 事業の詳細について ※2 交付決定前に実施された事業であっても、令和２年４⽉１⽇以降に実施された事業であれば遡って対象
柔軟な変更を認める ※3 国庫補助事業の地⽅負担分について、各府省の補助事業の進捗状況を踏まえて⼿続を開始

実施計画の確認・第２次交付決定

第３次提出
（約3000億円）

各省による交付決定等

※3

※１

１か⽉程度

※２

※２

※２
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早期受付（7/31〆）

※１



第１次提出

鳥栖市交付限度額 152,190千円

第２次提出

鳥栖市交付限度額 426,720千円
（内訳）

事業継続等への対応分 188,329千円
新しい生活様式への対応分 238,391千円

第３次提出

鳥栖市交付限度額 （未定）

⚫ マスク・消毒液等購入費
（28,907千円）

⚫ 勤労者福利厚生資金貸付利子等
補給 （1,000千円）

⚫ 事業者３密対策支援事業
（16,000千円）

⚫ 緊急事業支援給付金給付事業
（345,000千円）

⚫ 中小企業小口資金融資事業
（110,000千円）

⚫ 電子入札システム導入事業
（5,594千円）

⚫ 発熱外来運営事業
（4,028千円）

⚫ 子育て世帯への臨時特別給付金
給付事業 （17,710千円）

⚫ 応援クーポン券発行事業
（201,751千円）

第１次 総事業費 729,990千円

⚫子どものインフルエンザ予防接種
臨時助成事業 （24,066千円）

⚫事業継続応援給付金給付事業
（264,678千円）

⚫公立学校情報機器整備費補助金
〔GIGAスクール〕 （600,802千円）

⚫学校保健特別対策事業費補助金
（23,843千円）

⚫学校再開に伴う感染症等対策事業
（7,667千円）

⚫文化芸術振興費補助金
（1,422千円）

⚫文化スポーツ施設感染症対策事業
（9,410千円）

⚫文化芸術活動再開支援補助金
（5,000千円）

⚫スポーツ活動再開支援事業
（63,000千円）

⚫地域交流推進事業委託料
（5,000千円）

第２次 総事業費 1,004,888千円

⚫ 実施計画提出前

鳥栖市における臨時交付金の活用状況
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「新しい生活様式」等への対応



○ 地域の社会経済構造そのものを将来の感染症リスクに対しても強靱なものへと改⾰することを
推進する観点から、特に、地域の未来にコミットする、政策資料集に例⽰するような政策分野
に関連する事業（略称「地域未来構想20」）を実施することが期待されます。

地域未来構想20について

※例⽰する政策分野に使途を限定するものではありません。

① ３密対策
② 発熱外来
③ キャッシュレス
④ ⾏政IT化

⑤ 防災IT化
⑥ 脱炭素社会への移⾏
⑦ スーパーシティ
⑧ 地域経済の可視化

⑨ 教育

⑩ 医療

⑪ 地域交通体系

⑫ ⽂化芸術・スポーツ
・コンテンツビジネス

⑬ リビングシフト
⑭ ハートフル

B) 新たな暮らしのスタイルの確立

⑮ 強い農林⽔産
⑯ 地域商社、観光地域

づくり法⼈ (DMO)
⑰ 配送物流の進化

⑱ 新たな旅⾏

⑲ 商品券・旅⾏券

⑳ 事業構造改⾰

C) 新たな付加価値を生み出す消費・投資の促進

A) 社会的な環境の整備

地域未来構想20
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地域未来構想20 オープンラボ（仮称）

 地域未来構想20の実施に当たっては、各分野の専⾨家との連携、既存施策や国の施策との連携、他分野の
施策との相乗効果の追求などを強化することが重要ですが、そのような連携・追及を強化するために、「地域未来
構想20 オープンラボ（仮称）」を創設いたします。

 政策分野ごとに、①当該分野に関⼼のある地⽅公共団体、②当該分野の専⾨家、③当該分野の関係省庁
をつなぐことで、各地⽅公共団体における取組の検討・事業実施を⽀援します。

地⽅公共団体 各分野の専⾨家

関係省庁

• 地域未来構想20の検討のために、各分
野の専⾨家や関係省庁の意⾒を聞きたい

• これまでの取組について、何を改善すれ
ばいいか相談できる相⼿を探したい

• 地域未来構想20の実現に向けて、共に
取り組む各分野の専⾨家のパートナーを
⾒つけたい

• 地域未来構想20の実現に向けて、各
政策分野に関し、地⽅公共団体に提供
可能な技術やノウハウがある

• 地⽅未来構想20の実現に向けて、共に
取り組む地⽅公共団体のパートナーを⾒
つけたい

• 地⽅公共団体における地域未来構想20の
実現を⽀援したい

• 地⽅公共団体や各分野の専⾨家による好
事例の横展開を図りたい

• 既存施策の改善・今後の新規施策の検討
のために取組状況や課題等を知りたい

※ 「地域未来構想20オープンラボ（仮称）」の詳細については、追って、内閣府地⽅創⽣推進室のホームページ（右記URコードからアクセス）において発表します。
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事業継続等への対応分

 新たな日常に向けた
強靭かつ自律的な地域経済の構築

 社会的環境の整備

 新たな暮らしのスタイルの確立
 新たな付加価値を生み出す

消費・投資の促進

 地域ならではのきめ細かな対策を充実
 感染拡大防止体制の充実
 家賃等固定費対策等の充実
 きめ細かな雇用対策 … 

• ３密対策、発熱外来、
キャッシュレス、
行政IT化、防災IT化、
脱炭素社会

• 教育、医療、地域
交通体系、文化
芸術・スポーツ等、
リビングシフト、
ハートフル

• 強い農林水産、地域
商社、DMO、物流、
新たな旅⾏、商品
券・旅行券、事業
構造改革 その他

感染拡大対策から

強靭かつ自律的な地
域経済の構築へ

 人材とデジタル技術に積極投資

 企画・実行を支える民間プロとの

連携を強化
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• 持続化給付⾦
• 雇⽤調整助成⾦
• 家賃⽀援給付⾦
• 特別定額給付⾦ 等

• 緊急包括⽀援交付⾦
• ワクチン・治療薬の開発等
• 医療⽤マスク等の医療機関

等への配布、地域公共交通
の感染拡⼤防⽌対策 等

国の施策

強靱かつ⾃律的な地域経済へ
• 暮らしや事業のインフラを、市⺠や
事業者、⾏政が⼒を合わせて⽀え

• ITと専⾨⼈材を駆使し、地域特性を⽣
かした、新しい⽣活・経済へ

｢新しい生活様式｣等への対応分

地⽅創⽣臨時交付⾦の第⼆ステージ

地域未来構想20


